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業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要及び当該体制の運用状況の
概要
会社法及び会社法施行規則に基づいて取締役会が決議した、当社の業務並びに当社及び当社子

会社から成る企業集団（DNPグループ）の業務の適正を確保するための体制の整備の内容の概
要及び当該体制の運用状況の概要は次のとおりです。

（1）DNPグループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
①当社は、原則として月１回開催される取締役会において、DNPグループにおける重要な
経営課題について意思決定を行うとともに、取締役の職務の執行を監督します。また、業
務執行取締役で構成される経営会議を設置し、経営方針、経営戦略及び経営上の重要な案
件等についての検討・審議を行います。さらに、取締役の報酬や候補者の指名等について
は、独立性を有する社外役員のみで構成される諮問委員会における助言・提言を得ること
としています。
②当社は、DNPグループの全ての役職員の行動の規範として制定した「DNPグループ行動
規範」の徹底を図ります。

③当社は、「DNPグループ・コンプライアンス管理基本規程」に基づき、DNPグループの
コンプライアンス体制における内部統制の統括組織として企業倫理行動委員会を設置し、
コンプライアンスに関する体制を整備します。
④当社は、業務執行部門から独立した内部監査部門として監査室を設置し、DNPグループ
の内部監査及び指導を行います。
⑤当社は、DNPグループにおける内部通報の窓口である「オープンドア・ルーム」を社内
外に設置し、また資材調達先及び業務委託先からの情報提供の窓口である「サプライヤ
ー・ホットライン」を設置することにより、DNPグループの役職員の法令違反等に関す
る通報・情報を受け、その対応（通報者に対して不利な取扱いをしないことを含みます）
を行います。
【運用状況の概要】
・当社取締役会は、独立性を有する社外取締役４名を含む12名で構成され、当期は12回
開催し、「取締役会規則」に基づき重要事項につき審議・決定を行うとともに、取締役
の職務執行等を監督しました。また、経営会議を12回開催し、経営上の重要な案件に
ついて検討・審議を行いました。諮問委員会は４回開催し、取締役の報酬や候補者の
指名等の重要事項について審議が行われ、助言・提言を受けました。
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・「DNPグループ行動規範」をDNPグループの全ての役職員に配布するとともに、当社
企業倫理行動委員会を中心に、新入社員研修などの階層別研修の機会を通じて、周知
徹底を図っています。当社企業倫理行動委員会は、毎月１回以上開催し、DNPグルー
プにおけるコンプライアンスに関する重要事項について適切に審議しています。また、
国内外の社員が直接情報提供を行うことができる通報窓口を社内外に設置するととも
に、資材調達先及び業務委託先からの通報窓口も設置して、その周知・徹底を図り、
適切に運営しています。当社監査室は、「内部監査規程」に基づき、業務執行部門から
独立した立場で、監査計画に則り、当社各基本組織及びグループ会社の内部監査及び
指導を実施し、その結果を、当社代表取締役社長、当社監査役及び会計監査人に報告
しています。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
情報の保存及び管理について定めた規程等に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書

又は電子文書に記録し、適切に保存・管理します。
【運用状況の概要】
取締役の職務の執行に係る情報については、「情報セキュリティ基本規程」並びに「文
書管理基準」及び「電子情報管理基準」に従い、担当部門にて適切に保存・管理して
います。

（3）DNPグループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
DNPグループにおけるコンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害、製品安全、

インサイダー取引及び輸出管理等の経営に重要な影響を及ぼすリスクについては、各リスク
に対応する組織において、規程等の整備並びに各基本組織及び各グループ会社に対する検
査・指導・教育を実施し、リスクの低減及び未然防止に努めるとともに、リスク発生時に
は、速やかにこれに対応し、損失の最小化を図ります。また、定期的にリスクの棚卸しを行
い、経営に重要な影響を及ぼす新たなリスクについては、速やかに対応すべき組織及び責任
者を定めます。
【運用状況の概要】
当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本組織は、経営に重要な
影響を及ぼすリスクを選定し、そのリスクに対応すべき組織及び責任者を定めていま
す。各専門の委員会及び本社各基本組織は、そのリスクに対する評価・改善活動を実
施し、そのリスクの未然防止に努めており、その活動内容については、当社企業倫理
行動委員会に報告しています。なお、社会環境の急変により経営に影響を与える変動
要素が多様かつ広範囲となっている状況に的確に対応するため、中長期的な経営リス
クを管理し、事業機会の把握及び経営戦略への反映を担う組織として「サステナビリ
ティ推進委員会」の組織改定・設置を2022年３月の当社取締役会で決議しました。
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（4）DNPグループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社は、規程等で定める範囲において、業務執行取締役から各基本組織を担当する執行役
員又は組織長へ適切な権限委譲を実施することにより、業務執行の効率化を図ります。
②当社は、各グループ会社が制定・整備する規程等を通じて、DNPグループにおける効率
的な業務執行体制の構築を図ります。
【運用状況の概要】
当社は、業務執行取締役の権限を、「組織規則」、「職務権限規程」、「稟議規程」その他
の規程等に基づき、各基本組織を担当する執行役員又は組織長へ適切に委譲し、責任
体制の明確化を図っています。各グループ会社においても、各社の事業内容、規模等
に照らして制定された規程等に基づき、職務権限の整備が行われています。

（5）その他DNPグループにおける業務の適正を確保するための体制
①当社は、業務の適正を確保するための体制等の構築及び運用に関して、「DNPグループ・
コンプライアンス管理基本規程」及び「関係会社管理規程」を制定し、各グループ会社に
は、これらを基礎として、規程等を制定・整備するよう指導します。
②各グループ会社には、前号の規程等に基づき、それぞれの事業内容・規模等を勘案して、
親会社との事前協議事項又は事後報告事項を定めた規程等を自律的に整備させ、各グルー
プ会社の取締役等の重要な職務執行に関する当社への報告体制を構築・運用させるととも
に、その職務執行が、法令及び定款に適合すること及び効率的に行われることを確保しま
す。なお、当社の上場子会社については、当該子会社の取締役会に一定数の社外役員が出
席し、一般株主の利益保護を図るとともに、親会社である当社は、当該子会社の取締役会
の意思決定を尊重することを「関係会社管理規程」で定めています。
③DNPグループは、毎事業年度、当社各基本組織及びグループ会社における業務の適正を
確保するための体制等の構築及び運用状況を確認するとともに、その内容を当社企業倫理
行動委員会に報告します。
【運用状況の概要】
・各グループ会社は、当社の「DNPグループ・コンプライアンス管理基本規程」及び
「関係会社管理規程」を基礎として、本社各基本組織の指導のもと、各社の事業内容、
規模等を踏まえた規程等を制定・整備しています。また、重要な意思決定については、
当社との事前協議事項又は事後報告事項を定めた「稟議規程」等に基づき、当社との
事前協議又は当社への事後報告を行っています。
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・当社各基本組織及び各グループ会社は、コンプライアンス体制における内部統制の整
備・運用状況を確認し、当期末までに「部門確認書」として取り纏め、当社企業倫理
行動委員会に報告しています。なお、当社の上場子会社については、各社が自律的に
実施している取り組みが記載された「内部統制報告書」等の内容を、当社企業倫理行
動委員会に報告しています。当社企業倫理行動委員会は、その結果について各法令等
を主管する本社各基本組織に伝達し、本社各基本組織はその状況を確認し、必要に応
じて、各基本組織及び各グループ会社に対して指導・教育を実施しています。

・当社監査室、当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本組織は、
当社各基本組織及び各グループ会社の内部統制の整備・運用状況について、監査もし
くは検査、指導・教育を行っています。

（6）当社監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関
する事項
監査役の職務を補助するための専任スタッフを配置するため、監査役室を設置します。当

該スタッフは、当社監査役の指揮命令のもとに職務を執行しなければならないものとし、そ
の人事考課、異動、懲戒等については、当社監査役会の同意を得るものとします。
【運用状況の概要】
当社は、取締役等の指揮命令から独立した専任スタッフを１名選任しています。当該
スタッフに対しては、業務執行の実効性を確保するため、適切な調査・情報収集権限
を付与しており、その人事考課、異動、懲戒等については、当社監査役会の同意を得
ています。
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（7）DNPグループの取締役及び使用人等が当社監査役に報告をするための体制及びその他監査
役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①当社監査役は、必要に応じて、いつでもDNPグループの役職員に対して、業務執行等に
関する報告を求めることができるものとし、DNPグループの役職員は、法令及び規程等
に定められた事項のほか、当社監査役から報告を求められた場合は、速やかに報告を行い
ます。
②当社監査役は、当社代表取締役社長及びグループ会社監査役との間で、それぞれ定期的又
は随時に意見交換を行います。
③当社監査役の職務の執行上必要と認める費用については、当社が負担するものとし、当社
監査役会は、事前・事後に当社に請求できるものとします。
【運用状況の概要】
・当社監査役は、DNPグループの役職員から監査に必要な情報について適宜適切に報告
を受けており、DNPグループに対する監査内容及びDNPグループにおける業務の適
正を確保するための体制等の構築及び運用状況等については、当社監査室及び当社企
業倫理行動委員会からそれぞれ定期的に報告を受けています。
・当社監査役は、当社代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、グループ会社の監査
役とは、適宜連絡会を開催しています。
・当社監査役の職務に関する費用は当社に必要と認められる範囲において当社負担とし
ています。
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会社の支配に関する基本方針
（1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者のあり
方は、最終的には株主全体の意思に基づいて決定されるべきであり、会社の支配権の移転を
伴う買収提案に応じるか否かの判断についても、最終的には、株主全体の意思に基づいて行
われるべきものと考えます。
しかし、当社株式の大量買付行為の中には、大量買付者のみが他の株主の犠牲の上に利益

を得るような大量買付行為、株主が買付けに応じるか否かの判断をするために合理的に必要
な期間・情報を与えない大量買付行為、大量買付け後の経営の提案が不適切である大量買付
行為、大量買付者の買付価格が不当に低い大量買付行為等、株主共同の利益を毀損するもの
もあり得ます。
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方として、当社の企業理念

を理解し、当社の様々なステークホルダーとの信頼関係を築きながら、企業価値ひいては株
主共同の利益を中長期的に確保・向上させることができる者でなければならないと考えま
す。したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買
付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考
えます。

（2）会社の支配に関する基本方針の実現のための取り組み
当社は、当社株式の大量買付行為を行おうとする者に対しては、大量買付行為の是非を株

主が適切な判断を行うために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等
を開示し、株主の検討のために必要な時間の確保に努める等、金融商品取引法、会社法、及
びその他関連法令に基づき、適宜適切な措置を講じます。また、取締役会の意見等の開示に
あたっては、その内容の客観性を確保するため、社外役員で構成する独立した委員会に取締
役会としての意見を諮問するとともに、本委員会の答申を最大限尊重します。
当社取締役会では、この取り組みに公正性・中立性・合理性が担保されていると考えます

ので、上記の基本方針に沿うものであり、また、株主共同の利益を損なうものではなく、当
社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 （ 2021年
2022年

４
３
月
月
1
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 114,464 145,024 683,784 △122,920 820,352
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 25 25
持分法適用会社における会計方
針の変更による累積的影響額 △3,355 △3,355
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 114,464 145,024 680,454 △122,920 817,022
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,643 △17,643
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 97,182 97,182
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 118 118
持分法適用会社に対する持分変動
に伴う自己株式の増減 0 0
自 己 株 式 の 取 得 △30,012 △30,012
自 己 株 式 の 処 分 △0 0 0
自 己 株 式 の 消 却 △19,809 19,809 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） －

当 期 変 動 額 合 計 － 118 59,728 △10,202 49,644
当 期 末 残 高 114,464 145,143 740,183 △133,123 866,667

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 202,017 11 △5,082 26,678 223,624 54,636 1,098,613
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 25
持分法適用会社における会計方
針の変更による累積的影響額 △296 △0 3 △470 △763 △4,118
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 201,720 11 △5,078 26,207 222,861 54,636 1,094,521
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,643
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 97,182
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 118
持分法適用会社に対する持分変動
に伴う自己株式の増減 0
自 己 株 式 の 取 得 △30,012
自 己 株 式 の 処 分 0
自 己 株 式 の 消 却 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △8,726 33 9,299 1,725 2,332 1,916 4,248

当 期 変 動 額 合 計 △8,726 33 9,299 1,725 2,332 1,916 53,892
当 期 末 残 高 192,994 45 4,220 27,932 225,193 56,552 1,148,413
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連結注記表

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 116社

主要な連結子会社の名称
丸善CHIホールディングス㈱、北海道コカ・コーラボトリング㈱、
㈱インテリジェント ウェイブ、㈱DNPファインケミカル、㈱DNPロジスティクス

当連結会計年度より、Ｋフォトイメージ㈱他２社は、合併による消滅等により連結の範囲から除外
しております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
㈱DNPテクノリサーチ

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
めです。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 20社

主要な会社等の名称
日本ユニシス㈱、ブックオフグループホールディングス㈱、教育出版㈱、DICグラフィックス㈱、
Photronics DNP Mask Corporation、MK Smart Joint Stock Company、
Photronics DNP Mask Corporation Xiamen

当連結会計年度より、㈱ＮＴＴ ＥＤＸ他２社を、新規設立等により持分法の適用範囲に含めてお
ります。
また、日本ユニシス㈱は、2022年４月１日付で、ＢＩＰＲＯＧＹ㈱に商号変更しております。
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（2）持分法を適用していない非連結子会社・関連会社及び持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（㈱DNPテクノリサーチ他）は、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算
書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他33社の期末決算日は12月31日、丸善CHIホー

ルディングス㈱他26社の期末決算日は１月31日でありますが、連結計算書類の作成にあたってはそれぞ
れ同日現在の財務諸表を使用しております。
また、㈱インテリジェント ウェイブの期末決算日は６月30日、㈱モバイルブック・ジェーピー他１社

の期末決算日は９月30日、DNP田村プラスチック㈱の期末決算日は10月31日、㈱DNP・SIG
Combiblocの期末決算日は12月31日であり、それぞれ仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
上記の決算日又は仮決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

・有価証券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法
により算定しております。）

市場価格のない
株式等

主として移動平均法による原価法

・デリバティブ 主として時価法
・棚卸資産 貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定しております。
商 品
製 品、 仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品

主として個別法による原価法
主として売価還元法による原価法
主として移動平均法による原価法
主として最終仕入原価法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産
（リ ー ス 資 産 及 び
使用権資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。
また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、主として３年間
で均等償却する方法を採用しております。
在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。
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・無形固定資産
（リ ー ス 資 産 及 び
使用権資産を除く）

主として定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

・リース資産 （所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。
（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

・使用権資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金 従業員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連結会計年度に負
担すべき支給見込額を計上しております。

・補修対策引当金 一部の製品に生じた不具合に対して、今後必要と見込まれる補修対策費用を
合理的に見積もり、支払見込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首か
ら適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。

主要な事業における主な履行義務の内容
当社及び連結子会社の主な履行義務は、「情報コミュニケーション部門」、「生活・産業部門」、「エレ

クトロニクス部門」、「飲料部門」の各部門における、製品及び商品の販売、サービスの提供等です。各
部門における具体的な商材は「事業報告 １．ＤＮＰグループ（企業集団）の現況に関する事項 （２）
事業の経過及びその結果 当期における部門別の概況」に記載のとおりです。

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
① 製品及び商品の販売（情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス部門）
国内の製品及び商品の販売については、主に「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め

る代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
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常の期間である場合については、出荷基準で収益を認識しております。製品及び商品の輸出販売につい
ては、顧客との契約に基づいた貿易条件により、当該製品及び商品に対する危険負担が移転した時点で
顧客が支配を獲得するため、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
また、一部の連結子会社(情報コミュニケーション部門)における店舗での商品販売については、顧客に
商品を引き渡した時点で顧客が支配を獲得するため、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益
を認識しております。
② サービスの提供（情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス部門）
サービスの提供については、履行義務が一時点で充足される場合には、サービスの提供を顧客が検収

した時点で、当該履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。また、履行義務が顧客と
の契約により契約期間の一定期間にわたり充足される場合には、時の経過に伴い当該履行義務が充足さ
れると判断し、契約期間にわたって均等按分し収益を認識しております。
③ 飲料の販売(飲料部門)
飲料の販売については、主として顧客に製品及び商品を引き渡した時点で顧客が支配を獲得するた

め、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

（5）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として６年）による

定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（主として９年）による定率法により計算した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。

（6）のれんの償却に関する事項
のれんについては、20年以内のその効果の発現する期間にわたって定額法により償却することとして

おります。

「会計方針の変更に関する注記」
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準
等の適用による主な変更点は次のとおりです。
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（1）有償受給取引に係る収益認識
当社及び一部の連結子会社は、顧客から原材料等を仕入れ、加工を行ったうえで当該顧客に販売する

有償受給取引について、従来は一部の取引を除き原材料等の仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識
しておりましたが、原材料等の仕入価格を除いた対価の純額で収益を認識する方法に変更しておりま
す。

（2）代理人取引に係る収益認識
一部の連結子会社における書籍販売取引等について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益とし

て認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当する取引につい
ては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しており
ます。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計
年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識
会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど
すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第
86項また書き（1）に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、
すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の
期首の利益剰余金に加減しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、

当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売上高は28,334百万円、売上

原価は23,878百万円、販売費及び一般管理費は4,154百万円、営業利益は301百万円、経常利益及び税金等調
整前当期純利益は111百万円それぞれ減少しております。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益
剰余金の期首残高は25百万円増加しております。
また、１株当たり情報に与える影響は軽微です。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響
は軽微です。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を

行うこととしました。
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「表示方法の変更に関する注記」
（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において「流動負債」に表示しておりました「１年内償還予定の社債」（当連結会計年度
1,050百万円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては、「流動負債」の「その他」に含
めて表示しております。
なお、前連結会計年度における「流動負債」の「１年内償還予定の社債」は、3,570百万円です。

「会計上の見積りに関する注記」
１．補修対策引当金
（1）当連結会計年度に計上した金額 45,289百万円
（2）その他の情報

当社グループは、補修対策費用の引当金を認識しております。
この引当金は、一部の壁紙製品に生じた不具合に対して科学的検証・分析を実施し、将来に発生が見込

まれる補修対策費用として、必要な金額を合理的に見積っております。
見積り計算は補修単価及び補修数量を基礎として行っておりますが、補修単価については、過去の補修

工事価格を基に今後の人件費、材料費等の変動リスクを加味しております。また、補修数量については、
対象となり得る製品の生産数量を基に今後補修が必要となる数量を見積っております。
このため、人件費、材料費等の価格変動、今後の不具合発生状況等によって影響を受ける可能性があり

ます。
実際の支払額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な

影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産
（1）当連結会計年度に計上した金額 49,580百万円
（2）その他の情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、事業計画等に基づく将来
の課税所得等によって回収される可能性が高い範囲内で認識しており、その時期及び金額を合理的に見積
り算定しております。
当社グループでは繰延税金資産の金額を算出するにあたって、取締役会により承認された事業計画を基

礎として見積りを行っております。新型コロナウイルス感染症の収束時期及び経営環境への影響を正確に
は見通せない状況ですが、その影響は一定期間続くとの仮定に基づき会計上の見積りを行っております。
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定に変更が生じた場合、翌連結

会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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「会計上の見積りの変更に関する注記」
（補修対策引当金）

当連結会計年度までに、想定している全ての補修数量の７割弱に相当する工事を完了し、これまでの補修現
場における人件費や材料費等の実績データに基づき、補修単価を見直した上で、改めて今後に発生が見込まれ
る補修対策費用の見積りを行いました。
この結果、従来の見積り額との差額を「補修対策引当金戻入額」として特別利益に計上しております。これ
により、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は14,674百万円増加しております。

「追加情報に関する注記」
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結計算書類作成時において入
手可能な情報に基づき実施しております。
新型コロナウイルス感染症が事業に与える影響については、「事業報告 １．ＤＮＰグループ（企業集団）

の現況に関する事項 （２）事業の経過及びその成果」に記載のとおりでありますが、その影響は一定期間続
くとの仮定に基づき会計上の見積りを行っております。
これらの見積りについては、入手可能な情報を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り
特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（退職給付制度の移行）
当社及び一部の連結子会社は、2021年10月１日より退職給付制度の一部について確定拠出年金制度に移行

しております。
この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針
第１号 2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応
報告第２号 2007年２月７日）を適用しております。本移行に伴い、当連結会計年度の特別利益として退職
給付制度改定益18,534百万円を計上しております。
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「連結貸借対照表に関する注記」
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 2,174百万円
土地 4,793百万円
その他 95百万円

計 7,063百万円
（2）担保に係る債務

短期借入金 390百万円
１年内返済予定の長期借入金 489百万円
長期借入金 1,443百万円
その他 5百万円

計 2,327百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,085,728百万円

３．受取手形割引高 317百万円
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「連結損益計算書に関する注記」
（顧客との契約から生じる収益）

売上高には、顧客との契約から生じる収益とそれ以外の収益を含めておりますが、そのほとんどが顧客との
契約から生じる収益であり、それ以外の収益に重要性はないため、区分表示しておりません。

（減損損失）
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類

千葉県柏市 他 システム関連資産 ソフトウェア、その他

埼玉県久喜市
埼玉県白岡市 他 出版関連事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、

ソフトウェア、その他

その他 事業用資産、遊休資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、
その他

当社グループは、減損損失の算定にあたり、主として損益の単位となる事業グループを基準に資産のグルー
ピングを行っております。また、遊休資産については個別物件ごとに減損の検討を行っております。
この結果、収益性が低下した事業用資産グループ、使用見込がない遊休資産について、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,506百万円）として特別損失に計上しております。
その内訳は、建物及び構築物507百万円、機械装置及び運搬具534百万円、ソフトウェア1,894百万円、その
他569百万円です。
なお、システム関連資産、出版関連事業用資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、今後の営業

活動から生じるキャッシュ・フローが見込めないため、零として評価しております。
その他の事業用資産の回収可能価額は、使用価値又は正味売却可能価額により測定しております。使用価値
により測定している資産については、主として将来キャッシュ・フローが見込めないため零として評価してお
ります。正味売却可能価額により測定している資産については、売却予定価額等により算定しております。遊
休資産の回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、正味売却価額については不動産鑑定等
を基準として算定しておりますが、売却価額の算定が困難な遊休資産については、帳簿価額を備忘価額まで減
額しております。
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「連結株主資本等変動計算書に関する注記」
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 317,240,346株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会 普通株式 8,988 32 2021年３月31日 2021年６月30日

2021年11月12日
取締役会 普通株式 8,655 32 2021年９月30日 2021年12月10日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 8,610 利益剰余金 32 2022年３月31日 2022年６月30日
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「金融商品に関する注記」
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しており、資金調達については、銀
行からの借入や社債の発行により必要な資金を調達しております。デリバティブ取引は、為替や金利等の変
動リスクを回避するために利用しており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わないこととしておりま
す。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内の規程に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券 367,309 408,652 41,342
資産計 367,309 408,652 41,342

（1）社債 103,550 101,022 △2,528
（2）長期借入金 16,821 16,828 6

負債計 120,371 117,850 △2,521
デリバティブ取引（＊2）
ヘッジ会計が適用されていないもの （1,419） （1,419） －
ヘッジ会計が適用されているもの 66 66 －

デリバティブ取引計 （1,352） （1,352） －

(＊1) 「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「契約資産」、「有価証券」、「支払手形及び買掛金」及び
「短期借入金」については、現金及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。

（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については、（ ）で示しております。
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（＊3）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 42,426
そ の 他 530
上記については、「資産（１）投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価額により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 340,166 － － 340,166

社債 － 30 － 30

資産計 340,166 30 － 340,197

デリバティブ取引

通貨関連 － 1,352 － 1,352

負債計 － 1,352 － 1,352
(＊) 投資信託の時価は上記に含めておりません。投資信託の連結貸借対照表計上額は38百万円です。
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券

株式 － 300 － 300

子会社及び関連会社株式

関連会社株式 68,116 － － 68,116

資産計 68,116 300 － 68,416

社債 － 101,022 － 101,022

長期借入金 － 16,828 － 16,828

負債計 － 117,850 － 117,850

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式及び社債は主として相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有している社債は、市
場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に
分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。

社債（１年内返済予定を含む）
当社グループの発行する社債の時価は、相場価格を利用できるものについては、日本証券業協会の売買参

考統計値を用いて公正価値を算定しており、相場価格を利用できないものについては、元利金の合計額と当
該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、それぞれレベ
ル２の時価に分類しております。
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長期借入金
長期借入金の時価は、主として元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

「収益認識に関する注記」
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント
合計情報コミュニ

ケーション
生活・産業

エレクトロニ
クス

飲料

売上高
外部顧客への売上高 696,910 386,447 211,094 49,694 1,344,147

売上高には、顧客との契約から生じる収益とそれ以外の収益を含めておりますが、そのほとんどが顧客との
契約から生じる収益であり、それ以外の収益に重要性はないため、区分表示しておりません。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「４．会計方針に関する事項」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等 （単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 324,625

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 324,548

契約資産(期首残高) 265

契約資産(期末残高) 298

契約負債(期首残高) 12,824

契約負債(期末残高) 13,287
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契約資産は、主に、顧客との契約について期末日時点で完了しているが、未請求の履行義務に係る対価に
対する当社及び連結子会社の権利に関連するものです。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権
利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主に、契約に基づく履行に先立って顧客から受領した対価に関連するものであり、契約に基

づき履行した時点で収益に振り替えられます。契約負債は、連結貸借対照表上、流動負債及び固定負債のそ
の他に含まれております。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額に重要性はありま

せん。
過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益(例えば、取引価格の変動)の額に重

要性はありません。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し、残存履行義務に関す

る情報の記載を省略しております。

「１株当たり情報に関する注記」
１株当たり純資産額 4,057円97銭
１株当たり当期純利益 355円84銭

「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用
しております。当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は軽微です。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 （ 2021年
2022年

４
３
月
月
1
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固定資

産圧縮
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 114,464 144,898 144,898 23,300 18 232,780 54,597 310,695 △ 122,890 447,167
会計方針の変更に
よる累積的影響額 △31 △31 △31
会計方針の変更を
反映した当期首残高 114,464 144,898 144,898 23,300 18 232,780 54,566 310,664 △122,890 447,136

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 1 － －

剰 余 金 の 配 当 △17,643 △17,643 △17,643

当 期 純 利 益 87,029 87,029 87,029

自己株式の取得 － △30,012 △30,012

自己株式の処分 △0 △0 0 0

自己株式の消却 △19,809 △19,809 19,809 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 － － － － △1 － 49,576 49,575 △10,202 39,372

当 期 末 残 高 114,464 144,898 144,898 23,300 17 232,780 104,142 360,240 △133,093 486,509

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 199,445 199,445 646,612
会計方針の変更に
よる累積的影響額 △31
会計方針の変更を
反映した当期首残高 199,445 199,445 646,581

当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 －

剰 余 金 の 配 当 △17,643

当 期 純 利 益 87,029

自己株式の取得 △30,012

自己株式の処分 0

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △9,063 △9,063 △9,063

当期変動額合計 △9,063 △9,063 30,308

当 期 末 残 高 190,381 190,381 676,890
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個別注記表

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準 時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定しております。

（1）商 品 個別法による原価法
（2）製品、仕掛品 売価還元法による原価法
（3）原 材 料 移動平均法による原価法
（4）貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しております。

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産 （所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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５．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、当事業年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

（3）役員賞与引当金 役員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、当事業年度に負担す
べき支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（６年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定年数（９年）による定率法により計算した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、当事業年度において、確定給付企業年金制度につきましては、
年金資産が退職給付債務を上回っているため、前払年金費用として貸
借対照表の投資その他の資産に計上しております。

（5）環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
により処理が義務付けられているPCB廃棄物の処理に係る費用等につ
いて、当事業年度末における見込額を計上しております。

（6）補修対策引当金 一部の製品に生じた不具合に対して、今後必要と見込まれる補修対策
費用を合理的に見積もり、支払見込額を計上しております。

６．収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識しております。
当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する

通常の時点）は以下のとおりです。
国内の製品及び商品の販売については、主に「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代
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替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合については、出荷基準で収益を認識しております。製品及び商品の輸出販売については、顧客と
の契約に基づいた貿易条件により、当該製品及び商品に対する危険負担が移転した時点で顧客が支配を獲得
するため、当該時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
サービスの提供については、履行義務が一時点で充足される場合には、サービスの提供を顧客が検収した

時点で、当該履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。また、履行義務が顧客との契約に
より契約期間の一定期間にわたり充足される場合には、時の経過に伴い当該履行義務が充足されると判断
し、契約期間にわたって均等按分し収益を認識しております。

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（退職給付に係る会計処理）

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

「収益認識に関する注記」
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「６．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

「会計方針の変更に関する注記」
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

主な変更点として、当社は、顧客から原材料等を仕入れ、加工を行ったうえで当該顧客に販売する有償受
給取引について、従来は一部の取引を除き原材料等の仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識しておりま
したが、原材料等の仕入価格を除いた対価の純額で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計
基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての
収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項ま
た書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約
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変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余
金に加減しております。
また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より

「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示しております。また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負
債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」及び「前受金」に含めて表示しておりま
す。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の売上高は17,807百万円、売上原価

は15,908百万円、販売費及び一般管理費は1,697百万円、営業利益は201百万円、経常利益及び税引前当期
純利益は28百万円それぞれ減少しております。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利益剰余金

の期首残高は31百万円減少しております。
また、１株当たり情報に与える影響は軽微です。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企
業会計基準第10号2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度の計算書類に与える
影響は軽微です。
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「表示方法の変更に関する注記」
（貸借対照表）

前事業年度において「固定負債」に表示しておりました「環境対策引当金」（当事業年度30百万円）は、
重要性が乏しくなったため、当事業年度においては、「固定負債」の「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度における「固定負債」の「環境対策引当金」は、284百万円です。

「会計上の見積りに関する注記」
１．補修対策引当金
（1）当事業年度に計上した金額 45,289百万円
（2）その他の情報

当社は、補修対策費用の引当金を認識しております。
この引当金は、一部の壁紙製品に生じた不具合に対して科学的検証・分析を実施し、将来に発生が見込

まれる補修対策費用として、必要な金額を合理的に見積っております。
見積り計算は補修単価及び補修数量を基礎として行っておりますが、補修単価については、過去の補修

工事価格を基に今後の人件費、材料費等の変動リスクを加味しております。また、補修数量については、
対象となり得る製品の生産数量を基に今後補修が必要となる数量を見積っております。
このため、人件費、材料費等の価格変動、今後の不具合発生状況等によって影響を受ける可能性があり

ます。
実際の支払額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影響を与

える可能性があります。

２．繰延税金資産
（1）当事業年度に計上した金額 27,240百万円
（2）その他の情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、事業計画等に基づく将来
の課税所得等によって回収される可能性が高い範囲内で認識しており、その時期及び金額を合理的に見積
り算定しております。
当社では繰延税金資産の金額を算出するにあたって、取締役会により承認された事業計画を基礎として

見積りを行っております。新型コロナウイルス感染症の収束時期及び経営環境への影響を正確には見通せ
ない状況ですが、その影響は一定期間続くとの仮定に基づき会計上の見積りを行っております。
当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計

算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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「会計上の見積りの変更に関する注記」
（補修対策引当金）

当事業年度までに、想定している全ての補修数量の７割弱に相当する工事を完了し、これまでの補修現場
における人件費や材料費等の実績データに基づき、補修単価を見直した上で、改めて今後に発生が見込まれ
る補修対策費用の見積りを行いました。
この結果、従来の見積り額との差額を「補修対策引当金戻入額」として特別利益に計上しております。こ

れにより、当事業年度の税引前当期純利益は14,674百万円増加しております。

「追加情報に関する注記」
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社は、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、計算書類作成時において入手可能な情
報に基づき実施しております。
新型コロナウイルス感染症が事業に与える影響については、「事業報告 １．ＤＮＰグループ（企業集団）

の現況に関する事項 （２）事業の経過及びその成果」に記載のとおりでありますが、その影響は一定期間
続くとの仮定に基づき会計上の見積りを行っております。
これらの見積りについては、入手可能な情報を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積

り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

(退職給付制度の移行)
当社は、2021年10月１日より退職給付制度の一部について確定拠出年金制度に移行しております。
この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指

針第１号2016年12月16日)及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」(実務対応
報告第２号2007年２月７日)を適用しております。本移行に伴い、当事業年度の特別利益として退職給付制
度改定益9,545百万円を計上しております。
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「貸借対照表に関する注記」
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．関係会社に対する短期金銭債権 36,281百万円
関係会社に対する長期金銭債権 8,118百万円
関係会社に対する短期金銭債務 357,557百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 822,234百万円
４．受取手形割引高 310百万円

「損益計算書に関する注記」
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．関係会社との取引高

売 上 高 73,898百万円
仕 入 高 806,472百万円
営業取引以外の取引高 79,737百万円
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「株主資本等変動計算書に関する注記」
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当 期 増 加
株 式 数

当 期 減 少
株 式 数 当 期 末 株 式 数

普通株式 43,352,558 11,811,597 7,000,148 48,164,007

１．普通株式の自己株式数の増加11,811,597株は、取締役会決議による取得による増加11,806,600株及び単元
未満株式の買取りによる増加4,997株です。
２．普通株式の自己株式数の減少7,000,148株は、自己株式消却による減少7,000,000株及び単元未満株式の売
渡しによる減少148株です。

「税効果会計に関する注記」
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資有価証券評価損 24,265百万円
補修対策引当金 13,858百万円
減損損失 10,031百万円
税務上の繰越欠損金 9,029百万円
退職給付引当金 3,240百万円
賞与引当金 2,725百万円
貸倒引当金 2,235百万円
その他 14,818百万円
繰延税金資産小計 80,204百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △6,748百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △46,215百万円
評価性引当額小計 △52,963百万円
繰延税金資産合計 27,240百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △83,210百万円
前払年金費用 △25,944百万円
その他 △7百万円
繰延税金負債合計 △109,162百万円
繰延税金負債の純額 △81,922百万円
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「関連当事者との取引に関する注記」
子会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の
内 容

取引
金額 科目 期末

残高

子会社 株式会社DNPテクノパック （所有）
直接100％

当社製品
の製造

製品等
の仕入＊１ 170,938 買掛金 16,880

設備賃貸料
の受取＊２ 11,269 － －

子会社 株式会社DNPデータテクノ （所有）
直接100％

当社製品
の製造

製品等
の仕入＊１ 138,583 買掛金 18,676

子会社 株式会社DNPファインオプトロニクス （所有）直接100％
当社製品
の製造

製品等
の仕入＊１ 119,750 買掛金 10,096

子会社 Tien Wah Press（Pte.）Ltd （所有）直接100％
当社製品
の製造

配当金の受
取＊３ 16,646 － －

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
＊１．製品等の仕入については、市場価格等を勘案して、検討・交渉の上決定しております。
＊２．設備賃貸料の受取については、一般的な取引条件を参考として、賃貸料を決定しております。
＊３．配当金については、財務状況を勘案して配当額を決定しております。

「１株当たり情報に関する注記」
１株当たり純資産額 2,515円60銭
１株当たり当期純利益 318円65銭

「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、当事業年度の期首から収益認識会計基準等を適用しており
ます。当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は軽微です。

以 上
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